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平成３０年度第２回津市公契約審議会の会議結果報告 

 

１ 会議名 平成３０年度第２回津市公契約審議会 

２ 開催日時 
平成３０年１１月２２日（木） 

午後２時から午後３時３０分まで 

３ 開催場所 津市役所本庁舎 ４階庁議室 

４ 出席した者の氏名 

（津市公契約審議会委員） 

西川源誌（会長）、奥田正治（副会長）、田邉三郎、䭜岡利

宏、橋本正治、村山 篤 

（事務局） 

総務部次長 奥田寛次 

調達契約担当参事（兼）公共工事総合評価担当参事・調達

契約課長 家城 覚 

調達契約課調整・物品調達契約担当主幹 柿木伸介 

調達契約課工事契約担当主幹 岩城 孝 

検査課技術管理担当主幹（兼）調達契約課設計審査担当主

幹 三宅正則 

調達契約課物品調達契約担当副主幹 伊藤良成 

調達契約課工事契約担当副主幹 岡本慎哉 

調達契約課主査 井原崇視 

５ 内容 

⑴  津市公契約条例の施行状況について 

⑵  労働報酬下限額の試行について 

ア 業務委託の試行状況について 

イ 工事設計書の内容説明について 

６ 公開又は非公開 公開 

７ 傍聴者の数 なし 

８ 担当 

総務部調達契約課工事契約担当 

電話番号 ０５９－２２９－３１２２ 

E - m a i l 229-3121@city.tsu.lg.jp 

 

 

・議事の内容 別紙のとおり 
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お待たせいたしました。本日は、皆様大変お忙しい中、お集まり頂 

きまして、誠にありがとうございます。 

 それでは、第２回津市公契約審議会を開催させていただきますが、

会議に先立ちまして総務部次長の奥田より一言御挨拶を申し上げま

す。 

 

【総務部次長挨拶】 

 

それでは、西川会長、議長として会議の進行をお願いいたします。 

承知しました。皆さんお忙しい中をお集まりいただき、ご苦労様で

す。前回に引き続き、活発且つ円滑な議事進行にご協力いただきます

ようお願いいたします。 

 なお、本日の会議は、津市の「審議会等の会議の公開に関する指針」

に基づき公開としております。 

 

 それでは、議事を進めてまいります。「事項書１ 津市公契約条例

の施行状況について」ですが、まず事務局に説明を求めます。 

 

はい、議長。平成３０年４月１日以降の公契約、特定公契約の締結

状況について説明します。 

 

（１「津市公契約条例の施行状況について」に基づき、津市公契約条

例の施行状況について説明） 

＜概要＞ 

・平成３０年１０月末日時点での公契約、特定公契約の契約件数の報

告 

 公契約 ２，１９６件 

  内特定公契約 １，３５５件 

 

 では、津市公契約条例の施行状況について、何か御質問はありませ

んか。 

 

 業務委託契約というのは、「１日いくらとか、時間でいくら支払う」

というものと「業務に対していくら支払う」というものが２種類ある

のでしょうか。 

 

警備業務のように一定期間現場に従事することによって対価が支

払われる業務と、清掃業務のように業務に対して対価が支払われる業

務がございます。 

 

ほかにございますか。 

なければ「事項書２ 労働報酬下限額の試行について（１）業務委

託の試行状況について」に移ります。 

それでは事務局に説明を求めます。 
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はい、議長。業務委託の試行状況についてご説明する前に、前回の

審議会で委員から資料提供の御要望があった他の自治体の労働報酬

下限額の設定状況について、別紙「公契約条例公布自治体における労

働報酬下限額設定状況」にお示しさせていただきますので、今後の御

審議の参考資料としてください。 

公契約条例を制定している自治体は津市を除いて４８であり、その

うち賃金条項を定めている自治体は２２であり、定めていない自治体

は２６となっております。 

なお、奈良県は条例の基本方針において「最低賃金額以上の賃金の

支払を行うこと」と定めてはいますが、最低賃金とは別に労働報酬下

限額を設定しているわけではございませんので、このようなケースに

ついては別紙の表では労働報酬下限額の設定は「無し」と分類してお

ります。 

以上が本市を除く他自治体の状況でございますが、本市において

は、津市公契約条例第４条第２項において、「労働報酬下限額を定め

ることについて検討しなければならない。この場合において、市長は

津市公契約審議会の意見を聞かなければならない」と規定されていま

す。 

そのような中、第１回の審議会において、委員の皆様から御意見を

いただき、業務委託については高等学校卒市職員初任給を勘案した額

を労働報酬下限額として設定し、試行を行うことといたしました。建

設工事については、第２回の審議会において設計図書の積算の仕組み

について説明させていただいた上で労働報酬下限額の御審議をして

いただくこととなりました。 

それでは、初めに業務委託の試行状況について説明させていただき

たいと思います。 

 

（資料 「２労働報酬下限額の試行について（１）業務委託の試行状

況について」に基づき、説明） 

＜概要＞ 

・設定した労働報酬下限額について 

 １時間当たり８６０円に設定 

・労働報酬下限額試行案件について 

 ２件を試行案件として抽出 

・受注者が今後提出する資料の様式及び提出時期について 

① 初回の賃金支払い月の末日から７営業日以内に提出するもの 

労働状況台帳（初回）、アンケート（受注者等が回答） 

② 最終の賃金支払い月の末日から７営業日以内 

労働状況台帳（２回目～最終分）、アンケート（受注者等及び

労働者が回答） 

 

 では、業務委託の試行状況について、何か質問はございませんか。 
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 提出された労働状況台帳に記載された金額と実際に支払われた賃

金が一致しているかどうかの確認は行っていく予定ですか。 

 

発注者側が直ちにそこまでの確認を行うことは考えておりません

が、賃金が労働報酬下限額を下回った場合は労働者は発注者が設置す

る相談窓口へ申し出ることができる制度がございます。 

 

労働状況台帳は下請分も提出が必要とのことですが、元請と下請で

賃金の支払日が異なる場合、労働台帳の提出日はいつになりますか。 

 

その場合、元請と全ての下請けの賃金の支払が完了してから、元請

が取りまとめて一括して提出していただくことが想定されます。 

 

国交省で賃金調査がありますが、その調査は工事の終了までとうい

う長期間ではなく、その都度提出をしますが、その調査ですら書類を

作るにはかなりの事務量となります。労働報酬台帳を業務の着手から

終了までまとめて提出するには相当な負担となりませんか。 

また、試行中の案件は直営での業務かどうかわかりませんが、工事

のように下請業者の数が増えると事務量が膨大になってしまいかね

ません。 

 

業務委託については、業務の主たる部分以外で発注者が認めた場合

は再委託を認める場合もありますが、試行中の２件につきましては概

ね受注業者が業務を行っています。 

今後、建設工事のように重層構造になっている案件について、業務

委託と同じ取り扱いを行うとなると、事業者側の負担が大きくなると

思いますので、まずは、試行を行う中で、事業者側の御意見を聞きな

がら実効性のある方法を考えていかなければならないと考えます。 

 

労働報酬下限額が設定されている自治体が関東圏に集中している

ように思えますが、下限額の設定について地域による偏りはあります

か。 

 

公契約条例は千葉県の野田市が全国で最初に制定しております。そ

の後、比較的近隣の関東圏の自治体が野田市の影響を受けて条例を制

定したためではないでしょうか。 

 

労働状況台帳は２回提出すれば良いのでしょうか。 

 

毎月の提出となると事業者の負担が大変大きくなりますので、最初

の賃金支払い時点と業務完了後の最終賃金支払い時点の２回を考え

ています。 

ただし、建設工事については下請業者分の台帳の提出も必要となっ

てくるので提出時期や回数については今後の検討が必要かと思いま
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す。 

  

 業務委託の試行案件は落札率が１００％に近いため、設定した労働

報酬下限額以上の賃金を支払うことは可能だと思いました。 

一方、津市の建設工事については８６から８７％ぐらいの落札率の

ものが多くなっています。落札率が低いと労働報酬下限額以上の賃金

を支払った場合、事業者の利益がなくなってしまう可能性もあるの

で、落札率を上げて事業者の利益を確保する必要があるかもしれませ

んね。 

 

業務委託の試行案件については２件とも地方自治法施行令第１６

７条の２第１項第２号による１者との随意契約となっていることが、

落札率が高くなった原因と考えられます。 

今後は、市内本店業者を対象とした競争入札により試行を行ってい

きたいと考えています。 

 

試行案件において、労働状況台帳を作成するというのはどのぐらい

の事務量になるのでしょうか。特に２回目の提出時は相当な量になる

かと思うのですが。 

 

試行案件①の契約業者は、県外の事業者ですが、他市において労働

報酬下限額を設定した入札等にも参加され、当該下限額に係る事務も

経験されていたことなどから、今回の試行についてご理解とご協力を

示していただきましたが、委員ご指摘のとおり事務量は相当なものに

なると思いますので、書類の提出方法については今後の課題といたし

ます。 

 

建設工事は重層構造になっているということですが、下請分も含め

て取りまとめるとなると、相当な量になってくる可能性があって、取

りまとめが十分にできるのでしょうか。事業者はその点が不安なのだ

と思いますので、提出書類を簡素化する等の工夫が必要なのではない

でしょうか。 

 

今回の試行案件については、下請、孫請への発注の可能性は乏しく

多くの部分を自社で履行する見込みのため受注者自身で労働台帳を

作成することは可能です。 

一方、建設工事、特に大規模な建築工事については膨大な人数が働

いているため、労働台帳作成に係る事務量は膨大なものになると予想

されます。そのため、事業者の負担にならず、さらに実効性がある方

法を検討する必要があると考えています。 

 

労働状況台帳の提出期限が賃金支払い月の末日から７営業日以内

というのは短いと感じました。他市の状況も今後調べていただければ

と思います。 
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また、試行対象案件について、例えば建設工事で予定価格１，００

０万円以上とすると対象が多すぎると思いますので、対象案件の金額

設定についても考えていけば良いと思います。 

 

業務委託については、予定価格が１，０００万円以上を試行対象と

していますが、この金額設定については先行自治体の例を参考にして

おります。労働状況台帳についても同様で先行自治体の例を参考にし

ているのですが、これらについては今後、津市に合った方式を考えて

行かなければならないと思っています。 

 

三菱重工環境・化学エンジニアリング(株)中部支店は他自治体でも

労働報酬下限額の事務を経験した実績があるということでスムーズ

にいっていますが、建設工事の場合は下請があったり、労務費の積算

が難しい部分があるかと思います。 

 

工事で今後試行するということですが、業務委託が先行して行われ

ているので、建設工事も業務委託に倣ってというようにはならないの

ですか。 

 

試行については建設工事についてもまずは先行自治体の例を参考

に試行を行い、その結果を踏まえ、審議会で御議論いただき、津市に

合った方法に修正をしていただければと考えています。 

 

先行自治体を参考にという言葉が何度も出てきていますが、津市は

津市の方法でやっていくということが大切だと思います。 

 

労働報酬下限額設定状況の表で「設計労務単価」と書かれています

が、設計労務単価そのものが下限額なのでしょうか。それとも設計労

務単価の何パーセントということでしょうか。 

 

設計労務単価そのものではなく、設計労務単価を基準として各自治

体が何パーセントかを独自に設定しております。 

 

ほかにございますか。なければ「事項書２（２）工事設計書の内容

説明について」に移ります。 

それでは事務局に説明を求めます。 

 

はい。議長。工事設計書の内容について、説明いたします。 

 

（資料 「直接工事費を形成する設計書の内訳について」に基づき、

説明） 

＜概要＞ 

直接工事費は主に標準歩掛り、施工パッケージ、市場単価により積

算されている。 
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 建設工事に係る予定価格の作成には、基本的に「積算基準」や「公

共工事設計労務単価」を使用し、積算を行っているが、近年は、積算

作業の簡素化や負担軽減、また、「標準単価」等を公表することで誰

でも簡単に積算ができることから「施工パッケージ」や「市場単価」

による積算方式が主流となってきている。 

 

説明ありがとうございました。それでは、何か御意見・ご質問はあ

りませんか。 

 

建設工事の予定価格の中には労務費が含まれているという理解で

よろしいですか。 

 

予定価格には労務費は含まれておりますが、交通誘導員のように設

計書から労務費が直接読み取れるものもありますし、市場単価のよう

に設計書から労務費が読み取れないものもあります。 

 

設計書の積算には、歩掛りにより積算されているもの、パッケージ

単価で積算されているもの、市場単価により積算されているものの３

種類があるとのお話でしたが、今までは、歩掛りによる積算がほとん

どだったのですが、行政側が設計の簡素化のためにパッケージ単価に

よる積算を取り入れてきました。市場単価は労務費がいくらかという

ことは考えられておらず、単に市場単価としていくらかかるという数

字を挙げられています。 

労務費が設計書の中で全て見えるのであれば、話を進めて行けばい

いと思いますし、見えない場合はどうしていけばいいのかを議論しな

ければならないと思います。 

 

市場単価が掲載されている本は私も見たことはありますが、労務費

が入っていないということであればそもそも予定価格自体がおかし

いということになりませんか。 

 

建設工事の中には労務費は全て入っておりますが、設計価格は市役

所が標準として使っている価格であり、設計書に「何人でいくらの価

格でやる」と書いてあったとしても、当然のことながら受注者は設計

書のとおりの価格や人数で施工しているわけではありません。例えば

優秀な職人がいた場合、設計書より少ない人数で施工している場合も

あり得ます。 

昔の歩掛りですと、「材料がいくらで人件費がいくらで…」という

ように労務費がいくらという部分がはっきりと把握できましたが、施

工パッケージになりますと１㎡でいくらとなった場合、昔なら例えば

「壁紙がいくらで糊がいくらで貼り賃がいくらで…」というようにな

っていたものが、「１㎡でいくら」というようになっています。仮に

１㎡が１万円となっていた場合、１万円の内何割が労務費なのかとい

うところまでは、わからないのが現状です。   
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また、特殊な工事を施工する場合は、業者から見積りを取り、例え

ば平均的な価格を採用するなどの方法で設計書を作っていくのです

が、その中で労務費がいくらというのはわかりませんし、仮にわかっ

たとしても見積者が積算した労務費になるため、見積者と受注者が違

えば労務費も当然異なるという現状もあります。 

 

共通仮設費の説明で共通仮設費の中身は労務を伴う項目はたくさ

んあります。しかし、これは工事費の何パーセントというふうに計上

されており、これも労務費がわからないと思います。また、交通誘導

警備員の人数は公表されていますか。 

 

現在は公表されております。 

 

交通誘導警備員の変更は変更契約の対象ですか。 

 

警察から交通誘導警備員の増員について指導があった場合等は変

更契約の対象になります。 

 

交通誘導警備員の場合はわかりやすいですね。ありがとうございま

した。 

 

市場単価には機械設備も入っていますが、我々が積算してきたやり

方と全く異なるやり方で、非常に複雑です。施工パッケージ埋戻しの

例ですと、普通作業員、特殊作業員、特殊運転手の３種類から構成さ

れており、その３つを組み合わせたものが１㎥当たりの労務費という

ことになるかと思いますが、それを全てのパッケージに当てはめてい

くのは大変な作業量になります。 

従って、建設工事は、現在試行中の業務委託に比べ、労務費の積算

が難しく、試行に向けたハードルは高いという印象です。 

 

設計書で１０人工となっているものが、実際には２０人工になる場

合があるというのがわかりましたし、設計書は標準的な工法に基づき

積算されていることもわかりました。また、設計書には労務費が含ま

れていることも理解しました。 

では、実際の入札において落札率が仮に８６％だった場合、労務費

も材料費も機械経費も全て８６％になるのでしょうか。 

 

受注者によって異なるのでわかりませんが、例えば材料を安く仕入

れて労務費を増やしているという受注者もいるかもしれません。 

 

落札率が変わらない場合、材料費が高騰すると労務費が減る可能性

もあるということですね。 

 

労務費に関する議論は本日でご理解いただくのは難しいと思いま
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すが、事務局としては建設工事の労働報酬下限額を設定するにあたっ

ては先進自治体と同様に設計労務単価が基準になるのではないかと

考えていましたが、設計書における労務費自体の位置付けについては

議論が必要かと思いますので、引き続き御審議いただければと思いま

す。 

 

ほかにございますか。なければ「事項書３ その他」に移ります。

事務局から何かありますか。 

 

（次回審議会の開催日程について提案） 

・２月頃開催予定 

 

次回の公契約審議会は２月開催とのことでよろしいでしょうか。 

（意見無し） 

 

では、次回審議会は２月ということで、日時、場所及び詳細につい

ては後日事務局から連絡をしてもらうことといたします。 

 

他にございますか。 

特に無いようですので、本日の会議はこれで終わりたいと思いま

す。長時間にわたり、ありがとうございました。 

 


